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気候 x 生物多様性 勉強会③

SBTi FLAGで求められる
森林破壊ゼロの確認方法とは？
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はじめに

• 世界的に発生している
物価の高騰

• 日本では、2020年比での
物価上昇率*が8.5%であ
る中、食品は17.8%

• 価格高騰の背景には
構造的な課題が存在

出典：ロイター紙記事、総務省統計局の消費者物価指数 * 2024年時点のCPIベース
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森林破壊や気候変動が価格高騰を誘発している

◆IPCC報告における森林破壊・気候変動と価格高騰の因果関係

出典：IPCC（2019） Climate Change and Land: an IPCC special report on climate change, desertification, land degradation, sustainable land management, food security, 
and greenhouse gas fluxes in terrestrial ecosystem

農地用途の森林破壊
GHG排出の上昇↑

気候変動
異常気象

システム内の需給ひっ迫
需要の増加

資源の奪い合い

各セクターからの作用
石油、バイオ燃料、

地政学、経済

システム内の圧力蓄積

内的フィードバック
投機的投資、貿易政策

輸出制限、パニック購買

市場と政策
寡占化、政治圧力
WTO介入、透明性

価格スパイク・
ボラティリティ

資源への圧力

内因性の要因

影響

直接の作用

間接の作用/
フィードバック



4

本日の流れ

1. 森林破壊の現状とSBTi FLAG

2. 森林破壊ゼロの達成に必要となる要件

3. 事例のご紹介

a. インドネシア

b. ガーナ

c. オーストラリア（現地大学の説明動画を投影）



森林破壊の現状と
SBTi FLAG

©  Andre Dib / WWF-Brazil
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2030年目標に向けて待ったなしの環境問題

20502030

2050年：
生物多様性枠組条約(GBF)
自然と調和して生きる世界

2050年：
カーボンニュートラル
実現

2030年：
GHG排出42％削減（2019年比）
再エネ３倍
エネルギー効率改善率２倍

2025年：
森林リスクコモディティを調達す
る企業において、森林破壊ゼロの
達成目標年（SBTi FLAG）

2024年は観測史上最も暑い年
（初めて平均気温が産業革命前
から1.5度を突破）

炭
素
の
削
減

生
態
系
の
保
全

2030年：
生物多様性枠組条約(GBF)
生物多様性の損失を食い止め、
反転させ、回復軌道に乗せる



エネルギーシステム

33%

産業

24%

農業森林土地利用

22%

交通

15%

建物

6%
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世界におけるGHG排出量の10%は森林破壊に起因する

農業森林土地利用*セクターのポイント

農業森林土地利用セクターからのGHG排出は

世界の総排出量のうち約20％を占める。特に

このセクターからの排出の45％が森林破壊に

よるものと言われている。

このセクターは排出源でもあると同時に吸収

源でもある。

さらに森林は食料供給、資源供給や生物多様

性保全にも重要な役割を担う。

出典：IPCC AR6

森林破壊
に起因

（内、10%）

◆世界におけるセクター別の温室効果ガス排出割合

* 英語名はAFOLU（Agriculture, Forestry, and Other Land Use）
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森林による炭素の吸収・排出量は二大国に相当

森林による吸収量（年間）：

出典：Our World in Data “Who emits the most CO2?” (2019) 、 Global Carbon Budget (2024) 

◆国別のCO2排出量（年間）

森林破壊による排出量（年間）：

約11.7 Gt CO2
（⇔中国の排出量11.9Gt）

約4.0 Gt CO2
（⇔米国の排出量4.9Gt）

補足) 森林による吸収、排出量は1 GtC=3.67 Gt CO₂として換算
森林における年間の排出・吸収量は2014-2023年の10年間における平均値を使用。左図内に記載されている排出量は2017年時点



9

大規模な森林破壊が継続的に起きている

WWF報告書 「森林破壊の最前線（Deforestation Fronts）2021」

◼ 「森林破壊の最前線」とは、森林が急速に消失、かつ今後も減少の危機にある森林。

◼ 対象地域は、熱帯と亜熱帯地域に限定。

■2004年から2017年までに、世界の24ヶ所で4300万ヘクタール

（日本の1.2倍に相当）の森林が消失。

国連食料農業機関（FAO）Global Forest Resources Assessment 2025

■世界の森林面積：約40億ヘクタール（地球の陸地の面積の約1/3）

■世界の自然林減少：1990年以降、4億8900万haの森林が消失。

直近の10年間で年間約1090万ha (日本の4分の1)が減少
（2015年～2025年）

■南米、東南アジア、アフリカなどの熱帯地域で急速な自然林減少

出典：http://www.fao.org/forest-resources-assessment/en/、https://www.wwf.or.jp/activities/activity/4547.html
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南半球を中心として24の地域における破壊が深刻

出典：WWF報告書 「森林破壊の最前線（Deforestation Fronts）2021」
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2030年に掲げる森林破壊ゼロから大幅に逸脱

◆森林破壊の規模、および2030年までの森林破壊ゼロ経路からの逸脱

出典： Forest Declaration Assessment 2025を基にWWFジャパンにて一部改訂（https://forestdeclaration.org/wp-content/uploads/2025/10/Assessment2025.pdf）

2024年における森林破壊：807万ha

2030年国際目標からの逸脱：63%
※昨年時点の45%から悪化

4.96

https://forestdeclaration.org/wp-content/uploads/2025/10/Assessment2025.pdf
https://forestdeclaration.org/wp-content/uploads/2025/10/Assessment2025.pdf
https://forestdeclaration.org/wp-content/uploads/2025/10/Assessment2025.pdf
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森林破壊の要因のうち9割は農畜産業

農地拡大

50%家畜放牧

38%

都市インフラ開発

6%
その他

6%

世界の森林破壊のスピードは減少している

が、南米、南アジア、東南アジアの熱帯雨

林では引き続き高い割合で森林破壊が発生

している。

森林破壊の最大の原因は森林の農地転換、

家畜の放牧地の転換であり、全体の約88％

を占める。

地域によって森林破壊の原因は異なる。ア

ジア・アフリカは農地転換、南米は家畜放

牧が最大の原因。

出典： FAO Global Remote Sensing Survey (2021)を基にWWFジャパン作成

◆世界における森林破壊の要因（2000～2018年）
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Science Based Targets Initiativeとは

科学的知見に基づいて、1.5度目標に整合するために、企業がどれだけの量の温室効
果ガスをいつまでに削減しなければいけないのかを示した国際認証スキーム。

Source: SBTi
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SBTiの14のセクター別ガイドライン

Source: SBTiウェブサイト（2024年5月24日）  https://sciencebasedtargets.org/standards-and-guidance

14のセクター別ガイドライン

Al

Fe

アルミニウム

アパレル・フッ

トウェア

航空輸送

建物

情報コミュニ

ケーション技術

陸上輸送

海運

オイルガス

電力

鉄鋼

化学

セメント

金融機関

森林土地農業

（FLAG）

2025年12月31日までの
森林破壊ゼロが条件
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ネットゼロ実現に20年先行して森林破壊ゼロが必達

森林の炭素は約6割が地表および地中に存在 森林破壊後も地表・地中から20年間の排出が続く

土壌
有機物

リター
（枝葉等）

枯死木

植生
バイオマス

20年間の排出地上

地表／
地中

森林
被覆減少

排出の
配分

出典：FAO FRA 2020およびSBTi FLAG Guidanceより一部改変

◆森林における炭素貯留の割合（2020年） ◆森林破壊ゼロと排出量減少の関係性（SBTi-FLAGより）



©  Andre Dib / WWF-Brazil

森林破壊ゼロの達成
に必要となる要件

© Moisés Muálem / WWF-Brazil
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森林破壊ゼロに求められる要件はAFiが定めている

◆Accountability Framework Initiative（AFi）が定める12の基本原則

出典：The Accountability Framework Core PrinciplesよりWWFジャパン作成

AFiとは？：
自然生態系、人権保護のためにコモ
ディティを横断した共通のゴール、
共通の言語、共通の手順を作ることを
目的とした国際的なフレームワーク

方針策定

方針の
実施

透明性の
確保

１．森林と自然生態系の保全
２．人権の尊重
３．方針の仕様

４．社内の変革システム
５．トレーサビリティ
６．サプライチェーンでの浸透・徹底
７．土地利用計画
８．土地管理
９．森林再生
10．セクター／ランドスケープ連携
11．モニタリング検証

12．進捗報告・開示

方
針
実
施
に
必
要
な

デ
ー
タ
を
次
頁
紹
介

保護林など国内法で守られた森林か否かに関わらず、
天然林の転換・劣化は、森林破壊に該当することに留意
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森林破壊ゼロの確認には生産地に関するデータが必須

◆森林破壊ゼロの確認に必要となる代表的なデータ*（AFiより抜粋）

植生変化データ

• ベースライン（基準年）にお
ける植生地図

• ベースライン以降の森林破
壊・植生変化を示す地図

AFi運用ガイダンス
「Monitoring&Verification」P.25-26

生産地データ
• 生産農場・農園のGPS情報

および生産者情報
AFi運用ガイダンス
「Supply Chain Management」P.14

原材料とサプライヤーの
紐づけデータ

• 上流に位置するサプライヤー
情報

• 原材料を生産地・各サプライ
ヤーに紐づけるための情報

AFi運用ガイダンス
「Supply Chain Management」P.8-9

次
章
説
明

出典：AFi Operational GuidanceよりWWFジャパン作成

* 上記リストは抜粋であるため、網羅的なリストではないことに留意



©  Andre Dib / WWF-Brazil

事例のご紹介

© Moisés Muálem / WWF-Brazil
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植生変化の確認について3つの事例をご紹介

◆3つの事例の特徴

インドネシア
途中段階（サプライシェッド）までトレース出来た場合
に、地域レベルでのリスクを確認する事例

ガーナ 調達先の切り替えにより確認を省略している事例

オーストラリア 外部の情報ソースを基に確認する事例
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インドネシア
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インドネシアでは、農地開拓を原因に森林が大幅減少

◆インドネシア・スマトラ島における森林破壊

出典：https://www.wwf.or.jp/activities/basicinfo/3520.html

• スマトラ島では、森林破壊により31年間
で森林面積が55%減（2016年時点）

（1,380万ha≒日本国土面積の3分の1）

• 森林破壊を引き起こす主な原因は、
パーム油や紙パルプの生産

• パーム油調達企業は、NDPE方針*の達成
を目指し、農園までのトレーサビリティ
を確認し、農園における人権問題や森林
破壊が無いことを確認することが求めら
れる

*NDPE：「森林破壊ゼロ（No Deforestation）、泥炭地開発ゼロ
（No Peat）、労働搾取ゼロ（No Exploitation）」の略称

https://www.wwf.or.jp/activities/basicinfo/3520.html
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事例：搾油所までトレーサビリティが取れた場合

【補足情報】
• パーム核油はミルから50km以上移動する可能性がある

ため、核油のリスク把握はこの方法だけでは難しい
• 日本では「森林モニタリングシステム」等と呼ばれ、数

社同様の取組みが見られる。森林破壊ゼロへのステップ
の1つとしては、リスク把握に有効な手段と言える。
特にリスクが高いと認識する地域での導入に有効

ミル（搾油所）の位置データを
地図上に落とし込み調達可能性
のある農園を絞り込む。

自社方針に照らし合わせ、土地
利用区分や森林面積、泥炭地の
地理データなどを重ね合わせる
ことで、サプライチェーン上の
リスク分析が可能となる。

出典：https://www.nestle.com/sustainability/responsible-sourcing/palm-oil/satellite-monitoring

◆ネスレ社における取組例

https://www.nestle.com/sustainability/responsible-sourcing/palm-oil/satellite-monitoring
https://www.nestle.com/sustainability/responsible-sourcing/palm-oil/satellite-monitoring
https://www.nestle.com/sustainability/responsible-sourcing/palm-oil/satellite-monitoring
https://www.nestle.com/sustainability/responsible-sourcing/palm-oil/satellite-monitoring
https://www.nestle.com/sustainability/responsible-sourcing/palm-oil/satellite-monitoring
https://www.nestle.com/sustainability/responsible-sourcing/palm-oil/satellite-monitoring
https://www.nestle.com/sustainability/responsible-sourcing/palm-oil/satellite-monitoring
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ガーナ
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ガーナでは主にカカオ生産に起因し森林面積が半減

◆ガーナカカオ森林ランドスケープ*における森林面積の推移

出典：https://www.wwf.or.jp/press/5893.html

234万ha
• 森林破壊により40年間で

森林面積が53%減
（259万ha≒東京都の12倍）

• 森林破壊のうち、約半分
はカカオ農園の拡大に起
因（123万ha）

53%減

* ガーナ国内で北部のサバンナ等を除いた、カカオ栽培に適した南西部の区域

https://www.wwf.or.jp/press/5893.html
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森林破壊の確認に必要となる農家まで特定は可能

◆ガーナ産カカオ豆における農家情報の特定経路

出典：WWFジャパン調査

農家／
組合

一次集荷者
(Purchasing 

Clerks）

買付業者
（LBC）

国営販売会社
（CMC）

トレーダー
／商社

約80万人 約1万人 40+社 1社

栽培／収穫／
発酵／乾燥

集荷／計測
／記録

集荷／輸送
／品質検査

輸出／国内販売
／品質検査

ガーナ国内 ガーナ国外

LBCまで遡れば農家の特定が可能

メーカー 小売

日本を起点としたサプライヤー情報の調査
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森林破壊ゼロの確認は、保護区の該当有無では不充分

◆農家特定から森林破壊の確認における異なる度合い

出典：WWFジャパン調査

農家情報の
特定

農園のGPS情報が取得できておらず、
森林破壊の確認ができていない

農園のGPS情報を取得できており、保護区等内で
森林破壊がされていないことが確認できている

農園のGPS情報を取得できており、
森林破壊の確認ができている

1

2

3

買付業者を切り替えることに
より❶から❷へ移行できるが、
保護区内か否かという確認だ
けでは不充分

取得したGPS情報を基に
保護区内か否かに関わらず
森林破壊の有無を確認する必
要がある

森林破壊の確認における異なる度合い 留意すべき点
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ガーナ森林マップを使って座標に基づく確認が可能

◆ガーナ・カカオ森林ランドスケープ土地利用マップ

出典：ガーナ・カカオ森林ランドスケープ土地利用マップ（https://ghanalandusechange.com/）

• カカオ調達の森林破壊リスク
を確認（座標入力）

• 地域による森林減少・土地利
用変化の傾向の違い

• EUDRと同様の森林の定義・
カットオフデートを使用

https://ghanalandusechange.com/
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オーストラリア
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登壇者のご紹介

アンドリュー・マッキントッシュ
Andrew Macintosh
オーストラリア国立大学（Australian National University）

• ANUロースクールに所属する環境法・政策研究の専門家

• 法学、経済学、政治学を組み合わせ、環境政策の課題・
プロセスを研究

• 主な研究分野は、気候変動の緩和・適応、豪州の環境影響評価
制度。カーボンオフセット、土地利用分野の排出削減、連邦環
境法に関するオーストラリア有数の専門家

• 研究は Nature Climate Change、Climatic Change、Journal of 
Environmental Law など著名な科学誌に掲載
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動画投影：通訳機能をご利用ください

①メニューより「通訳」を選択

②「日本語」を選択し、「オリジナルオーディオをミュートにする」を選択
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ANU説明の概要

• オーストラリアでは大規模な森林破壊が進行（年平均50

万ha）し、土地利用変化がGHG排出も発生

• VMAPでは、森林面積データセットにより2020年以降の

森林喪失データ（自然・人為的要因の両方）が取得可能

• 森林破壊の検証においては、森林破壊指標ツールを基に

現地の更なる検証が必要

※VMAPのURL：https://vmap.au/

https://vmap.au/
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本日のまとめ

✓ 安定調達はもちろん、スコープ3の対応やネイチャーポジティブ
達成に向けてはサプライチェーン上流での対策が不可欠です

✓ 現地の国内法の定めに関わらず、森林伐採を行うことは
森林破壊に該当します

✓ まずは生産現場（農園など）までのトレーサビリティが第一ス
テップとなります

✓ サプライチェーン下流の企業は、サプライヤーとの連携が不可
欠です

✓ トレーサビリティを確保した上で、地図データなど外部リソー
スが活用可能です
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本資料に関するお問い合わせはこちらまで：

WWFジャパン 森林グループ forest@wwf.or.jp
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